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はじめに
日本において政権交代が2009年9月に起きてから早くも 2年近くの歳月が経
過した。政権交代が起きるまでは大変な期待が寄せられていたにもかかわらず，
現在の時点ではそれに対する失望感が漂うようになり，事態の移り変わりの激
しさに驚かされる。加えて， 2011年3月11日に日本を襲った東北巨大地震は，
現政権批判どころではない緊迫した情勢を作り出した。このような状況の中で，
日本における政権交代とは何だったのか，それが達成したものは何だったのか，
考えてみたい。これらについては，これまでさまざまな議論が展開されてきた
が，政権交代こそ代議制民主主義の基本であるという立場に立って，それらを
整理してみたい。とはいえ，実践的な政治課題を提言するようなことからはや
や距離を置いて， しかも個人的な立場から， 日本における政権交代の今日の意
義を著者なりに考察しようとするものである。以上が本稿の目的である。
1 
山口二郎は，日本における政権交代が起きる前に，「日本でも政権交代に向
けた道筋を作る本を書きたいと一念発起し」（山口 2009, 240)て『政権交代
論』を2009年3月に刊行した。山口は次のように書いている。
小泉退陣後の自民党は坂道を転げ落ちるように，統治能力を失っている。1990
年代前半から叫ばれてきた 「政権交代可能な政党システム」は，手の届くところ
まで近づいているということもできる。しかし，政権交代が単なる自民党の崩壊
に終わっては意味がない。 2005年の総選挙における華々しい勝利にもかかわらず，
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ここへ来て自民党政治がなぜ混迷を極めているのか，また野党が政権を取った時
に政治の何を変えるべきなのか，今のうちに掘り下げて考察する必要がある。自
民党政治の転換を求めてきた側は， 1993年の細川政権の時に， 一度失敗している。
1993年の一時的な政権交代以来，自民党は下野恐怖症に陥り，さまざまな手練手
管を用いて権力の座に居続けた。そのことにより，日本の民主政治は長い回り道
を強いられた。同じ失敗を繰り返すわけにはいかない（山口 2009, 12)。
2009年に「自民党は統治能力を失っている」と書いた山口は， 2011年に，場
合によっては「民主党は統治能力を失っている」と書かなければならなくなる
かもしれないと予想しただろうか？ ここはむずかしいところであるが，政権
交代で統治能力が一変するとは考えにくい，現代民主政治の統治の困難さとい
う制度面の基本的問題がある。「自民党政治がなぜ混迷を極めているのか」問
うことは大事であると山口も言っている。自民党にしろ，民主党にしろ，統治
の基本問題を最初から考える必要がある。換言すれば制度論の再考である。ま
た， 1993年の政権交代は，山口も言うように「一時的な政権交代」である。細
川内閣にせよ，村山内閣にせよ，本格的な政権交代とは思えない側面が多々
あった。今から思えば，これらの内閣は不安定な要素を数多く持っていた。崩
壊は時間の問題であった。現在の民主党政権がこれらの政権の瓦解から学ぶこ
とは少なくないということができるとしても，そもそもの出発点が違っていた
という考え方もできるのである。
さて，山口は，ウォルター・バジョットの『イギリス憲政論』 (1867年）によ
りながら次のように言う。
議院内閣制においては，議会の多数派が行政府の最高指導機関を形成し，多数
党の党首が首相となるのが通例である。また，多くの有力な与党議員が閣僚とし
て行政府の指導的地位に就き，与党の有力な政治家からなる内閣が行政府の意思
決定機関となる。したがって，多数党は議会と同時に行政府をコントロールする。
政権与党が要となって，立法と行政の 2つの権力が融合するのである。したがっ
て，そこでは権力分立の原理は機能しにくい（山口 2009,16)。
20世紀に入ると，政党の性格が大きく変容し，それに伴って議院内閣制におけ
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る権力の融合と集中という性質が前面に出てくることとなる。一方で20世紀の国
家は，経済管理，社会管理などの分野で機能を拡大し，そのような機能を担うた
めに巨大な官僚制を持つようになった。政府の権力が巨大化することに伴い，こ
れを民主的に統制するという課題はいっそう重要になった（山口 2009,16-7)。
議院内閣制であるが，現在の制度において立法権が行政権を上回ることはあ
りえないとしても，野党が審議拒否などを連発して行政権力を妨げようとして
いることも事実である。また，政権与党は，政党として当然であるが，来るべ
き選挙に勝たなければ意味がない。そのためややもすると選挙至上主義となり，
その結果，政策はある種のデフォルメされたものになってゆく 。したがって，
「権力分立の原理が機能しにくい」という考えはその通りであるが，行政権力
が指導力をもって円滑に機能しているかというとそうなっていないのである。
これはまた官僚制の問題と関係してくる。政治指導ということがよく 言われる
が，官僚機構のひとり歩きというか，政治家を超えて組織そのもののメカニズ
ムがひとつの大ぎな力となって政治指導を許さなくなる事態がどこかしこに出
現しているのである。
東アジアの政治経済分析の研究者であるグレゴリー.w. ノーブルによれば，
政府官僚が変化や政治家の指示に抵抗することへの批判は， 日本に限られたこ
とではないと言う 。彼によれば，
なぜ，官僚はそんなに強力で，頑迷なのだろうか。ヴェーバーが強調した専門
知識と組織力の影響もあるが，高等教育の普及に伴い以前ほどの重要性はなく
なっているだろう 。加藤淳子は，目標の継続性と組織的記憶，および成員の昇進
や利害を調整する能力ゆえに，官僚糾織はより短命な政治家や利益集団のリー
ダーに比べて有利な立場にあるとする。組織の大きさと複雑さもまた，専門性と
情報量における官僚の優位を助長する（ノーブル 2006,77)。
加藤によれば，複数の代替案を提示する以上の役割を官僚に求めれば，官僚
は専門家としての客観的立場を離れ，政策提案を行なうことは避けられない，
と言う 。政策専門家としての客観的立場からの政策形成への関与を求められる
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官僚が，積極的に組織利益や理念によって政策提案を歪めているのではな<'
実質的な政策提案自体が，官僚が組織利益や独自の政策理念を考慮に入れ決定
することを余儀なくするのである。こうした官僚の影響力行使を政策決定にお
いて望ましくないと考えるのであれば，官僚を，知識・情報を提供する純然た
る政策スタッフとして扱わなければならない（加藤 1997,301)。
民主的な制度論的見解は，公的行政は法律や政策を用意し，執行し，さらに
は強化することによって，その結果，人民と選出された議員の意思を実行する
道具であると想定されている。しかしながら，規範的な民主主義論は公的行政
がどのように組織され統治されるかについて正確に述べることは少ないのであ
る (Olsen2010,175)。
現代日本でよく言われている政治指導という言葉であるが，この言葉は，政
策決定において政治家が主導権を取り，官僚を使いこなすべきだという意味で
ある（山口 2009, 88)。山口は政官関係の特徴についてイギリスと日本を対比
しながら次のように説明している。
イギリスの政官関係のモデルは， しばしば議会の所在地名を取って，ウェスト
ミンスター・モデルと呼ばれる。そこにおいては，内閣は議会の多数党の指導者
が構成する統治の最高機関となる。そして首相はその中の究極の責任者である。
内閣は各省庁を担当する閣僚の集まる会議の場ではなく，意思決定の主体として
の合議体である。閣僚は主務官庁の利益代弁者ではなく，国務大臣として国政全
体を見渡し，その中で自分の所管領域の政策を考える。まさに，主体的に政策体
系を構築し，危機や環境変動に対応する政策を決定する。その意味で，内閣は官
僚機構を動かすための政治的エネルギーを蓄積する巨大なダムのようなものであ
る。そして，そのダムから民意に支持された政策や政治的意思がトップダウンで
行政府に注入される。その意味でこのモデルを下降型と呼ぶ（山口 2009,89)。
自民党永久政権時代の日本のモデルは上昇型である。この型の内閣は，単に閣
僚が寄合を行う場，いわば 「空虚な中心」ともいうべき存在であり，それ自体が
意思決定の主体ではない。本来最高機関であるはずの内閣が，政府提出法案や人
事案件などについて最終的決定を行う形式的・儀礼的機関となる。閣僚は担当省
庁の利益代表として行動するため，閣議はそうした行政組織の割拠性の場となる。
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この型の内閣は統治の要というよりも，個別の行政組織が自己利益を追求する際
の下からの圧力の吹き出し口のようなものである。その意味で，この型の内閣を
上昇型と呼ぶことができる（山口 2009,93-4)。
このようにして，山口は，政権交代を起こした民意を実際の政策決定につな
ぐためには，内閣の仕組み，政官関係の仕組みをどう構築するかが大きな関門
となる， と言う（山口 2009, 95)。政官関係をどのように考えるかについて，
私見を述べるならば，上昇型から下降型へのシステム転換をすればそれでよい
のか， という問題が残る。例えば，下降型におけるひとつの問題として，閣議
であるが，ブレア内閣では閣議が短かったという指摘がある。すなわち，内閣
の統治はブレアの下では栄えなかった。これまでの内閣に比べ，彼の内閣の閣
議はあまり開催されなかったし，開かれても開催時間は短かったし，テーブル
に置かれた書類は少なかった (Kavanagh2007, 11)。また，議会はブレアのもと
で意図的に弱められた。『オブザーバー』紙 (2007年2月25日）は，「イギリスの行
政府は，たぶんウォルポールの時代以来，議会に対してもっとも強力になった」
と評した (Cowley2007, 17)。そうすると「選ばれた独裁制 electeddictatorship」
（山口 2009, 19)の独壇場に内閣というより首相がなってしまうわけで，この
あたり内閣の意思決定がどのようにしてなされ，それは正統性があるのかどう
か，官僚を充分に指導できるのかが問われることになる。また，上昇型といっ
ても，これを自民党永久政権時代のモデルとしてのみ扱うことは，単純化しす
ぎることになる。行政組織の割拠性は多かれ少なかれどの国にもあることであ
り，内閣を中心として割拠性をどこかで誰かが調整しなければならない。政治
家の力量が問われるだけでなく，蓄積された行政組織の知識量をどのように適
切に運用してゆくかは，それほど簡単に解決できる問題ではないと思われる。
そこで，「選ばれた独裁制」についての山口の所説をここで紹介しておきたい。
与党が結束を保ち政権を運営するならば，議会から行政府に対するチェック活
動は機能しにくいし，議会に与えられた行政府へのチェック機能は絵に描いた餅
になる。その意味で，制度的な仕組みに沿って政府の暴走を止めることは容易で
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はないのである。この点を捉えて，イギリスでは議院内閣制がしばしば「選ばれ
た独裁制」に陥るといわれている。たとえば，サッチャー政権やブレア政権には
そのような問題が存在した。サッチャー政権は国民生活に痛みを及ぼす社会保障
や教育の削減を行った。また，ブレア政権は世論の反対するイラク戦争に突入し
た。それらの政権が行った「改革」や戦争は，権力が集中した強力な内閣だから
こそ実現できたという評価もありえようが，国民に不人気な政策を首相がしゃに
むに追求する際には，議会が防波堤になれないという問題も露呈されたわけであ
る （山口 2009, 19)。
「内閣の統治はブレアの下では栄えなかった」点について付言するならば，
保守党から政権を奪還して，長きにわたって「ブレアの時代」を築き上げたの
は，イギリス政治史上燦然と輝く貴重な功績であった。と同時に，その功罪に
ついて多数のことが語られていることも，また事実である。「権力者があえて
言葉を混乱させ，市民との約束を捨て去り，自らの行動について弁明する責任
を放棄するという危険を教える点では，イギリス政治はまさに殷鑑である」と
2005年に喝破したのは山口の慧眼であった （山口 2005,vi)。
ところで，現代日本において政権交代の必要が広く叫ばれて来たのは，裏を
返せば自民党の政権が長く続きすぎたからである。自民党が強かったからであ
る。なぜ，自民党政権は長期化し，強力だったのか？ これは重要な問題であ
るが，これについて山口がデファクト・スタンダードの確立を指摘するところ
は示唆に富む。山口は次のように言う 。
自民党の強さの秘訣として，政治や行政の手続きに注目する必要がある。本来，
自民党という政党は役所という公的な存在とは根本的に異なる。あくまで社会に
おけるひとつの自発的な結社に過ぎない。しかし，長年政権の座にいるうちに，
次第に準公式的な機関に変質し，政治や行政の公的手続きの中に組みこまれて
いった。その点を理解するためには，デファクト・スタンダードという概念が参
考になる。デファクト・スタンダードとは，キーボードの配列やコンピューター
のOSであるウィンドウズのようなものである。それ自体何ら公的，法的根拠は
ないが，社会の大勢がその基準を採用しているため，新たに参入するものもそれ
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を共有せざるを得ないような基準のことを言う 。日本の場合，自民党長期政権の
下で，自民党への貢献が政策的恩恵を得るための手続きの中に，デファクト・ス
タンダードとして組み込まれた（山口 2009,122-3)。
政党が基準になっているというのは面白い考え方だと思う 。日本の政治文化
においての政党イメージは研究に価する対象かもしれない。しかしながら，よ
く考えてみると，公明党や共産党をデファクト・スタンダードとは言わないし，
手続きの基準として想定されるのは自民党に限るであろう 。しかもそれは政権
政党であるからそう思われるので，その意味では，どこか非公式なというか，
準がつくというべきか，公然たる基準にはなりにくいものがあると思われる。
もちろん， 日本の政治文化には，非公式とか，裏からとかいったプロセスを取
るほうが効果があるという考え方がある。自民党というか，他の政党でも多か
れ少なかれそうだと思うが，政治家たちはそのような思考を持って行動してい
ると思われる。「ひとつの自発的な結社」について言えば，日本では自発的な
結社が育ちにくいと言われる。青年団にしろ，婦人団体にしろ，どこか別な意
味で半公式的である。その意味で，政党も「自発的な結社」にすぎないと言っ
ても違和感があるかもしれない。
山口が，自分自身の政治とのかかわりも含めて，政権交代以前の日本政治の
移り変わりを回顧しているなかで，市民化と市場化が共闘したことがあったと
いう箇所は輿味深い。
90年代は竹下派的な利益配分政治と官僚支配はまだ強力であって，この巨大な
権力構造を崩すために，市民化と市場化が共闘を組んだという構図があった。連
合系のシンクタンクの研究会に後に小泉ブレーンとなる経済学者が参加していた
り，逆に日本経済新聞に私のような社会民主主義系の学者が頻繁に寄稿したりし
ていた。なぜそれが可能になったのかといえば，経世会型の政治家と官僚との結
合体という敵のイメージがあまりに明確であったからということになる。改革と
は，自民党経世会および農水省，国士交通省などの巨大官僚組織と戦うことを意
味していた。官僚の権力を削減する，族議員による利益誘導を打破するといった
共通項で，市民化と市場化はある程度まで共闘できた。しかし，その後は市場化
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のベクトルが圧倒的な優位に立ち， 「改革」というシンボルを独占することと
なった (IJ口 2009, 170)。
これとならんで「まさに民主党こそ，市場化と市民化の雑居状態となった」
（山口 2009, 171) という面白い指摘もあるのだが，ポイントは，私見によれば，
「市民化」とは何か？ というところにある。例えば，社会民主主義と「市民
化」はどのように違うのだろうか？ 明確に言えることは，社会民主主義と市
場化は共闘できない。ブレアの「第 3の道」はどうかと言えば，これは社会主
義と市場化の中間を取るということである。したがって，想像によるのだが，
山口の考える市民化とは，基層においては社会民主主義だが，第 1段階として
市民化を達成することに精力を傾注して社会民主主義は当面先に延ばしておく
ということであると思われる。とはいえ， ヨーロッパの多くの社会民主主義政
党は， ドイツの SPDがとくにそうであるが， トニー・ジャットに言わせれば，
社会民主主義を忘れたのか， と批判されても仕方がないところがある。ト
ニー・ジャットは次のように言う 。
西ヨーロッパの社会民主主義者が，バルカン諸国—知らずに済ませたい遠隔
の地ー一で行なわれた残虐行為に沈黙で応えたことを，犠牲者たちは忘れていま
せん。社会民主主義者はもう一度，国境を越えて考えるようになる必要があるの
です。平等や社会正義を追及する急進的な政治でありながら，広範な倫理的課題
や人道的理想に無関心だというのでは，どこか根本的に支離滅裂な感じがするの
です （ジャット 2010, 254)。
個人的な印象であるが，山口はいわゆる小泉路線に共鳴したことがあったよ
うなところがある。小泉路線は自民党の従来のモードやスタイルを打ち破るも
のであった。そこにある種の新しさがあった。とはいえ，その新しさには危険
な要素と紙一重のものであったことを忘れてはならない。このことは，民主党
の「市場化と市民化の雑居状態」の問題と関連する。民主党は，実は自民党も
そうであったが，いろんな立場が集合（雑居）した包括政党である。そこに
数々の試行錯誤がある。雑居政党の中で，さまざまな党内闘争を経て，どの勢
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力が主導権（ヘゲモニー）を握るのか典味があるところだが，政権交代はその
問題を一時棚上げにするのか，いっそう問題を激化させるのか，時間と状況の
函数であると思われる。
内閣統治規定する要因として，政党の基盤が重要であるとする，山口の主張
もここで付言しておきたい。山口によれば，近年，政党の求心力は強まったが，
政党の生命力は低下していると言う。現在の政党における集権化，求心化は，
リーダーが優れた指導力や政策を持つことによる積極的，能動的な求心化では
なく，政党の一般 rankand fileの議員が自らの保身のために，自分で考え，
発言 ・行動することを放棄し，大勢に同調するという消極的，受動的な求心化
である（山口 2007, 204)。これは何も政党に見られるだけでなく，選挙民の政
党支持の融解，流動化にも関係した位相である。政党の求心力の問題は単純な
問題ですむことはないと考えられる。
さて，ここで，視点を変えて，政権交代の問題を「国会」の問題から考えて
みよう 。大山礼子は，『日本の国会一審議する立法府へ』 (2011年）において次
のように述べている。事は山口二郎が「下降型」と呼ぶウェストミンスター・
モデルにかかわる。大山によれば，
英米の日本政治研究者の間では，日本国憲法が規定する統治機構の枠組みは基
本的にウェストミンスター・モデルに基づくものであったにもかかわらず，自民
党政権下の運用によって，本来の姿から逸脱してきたとする見解が目立つ。それ
が事実であれば，90年代からの改革は日本の政治を本来のあり方に戻すことをめ
ざしているといえる。日本の政治家やマス・メディアもそうした考えに共感して
いるようにみえる。しかし，日本国憲法の定める国会と内閣の関係は，果たして
ウェストミンスター・モデルといえるのだろうか。もし，基本的な枠組みが異
なっているとすれば，ウェストミンスター志向の改革の適用には最初から無理が
あり ，政治主導の失敗を政治家の力量不足だけに帰すことはできなくなる （大!1.
2011, 20-1)。
なぜ，英米の日本政治研究者が多くウェストミンスター・モデルを基本的視
座に置くのか興味の持たれるところである。おそらく， 日本人による日本政治
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の権威ある基本著書がそのように述べたのではないかと想像できるが，それは
さておき，国会と内閣の関係は政権交代にも影を落とすと思われる。大山の指
摘する大事なポイントは，日本国憲法の定める国会と内閣の関係はウェストミ
ンスター・モデルを基本にしているというのは問題であり，むしろアメリカ・
モデルを多数取り入れているということを忘れてはならないということである。
政治主導（政治指導と言い換えてよいと思う）の失敗を政治家の力量不足だけ
に帰すことはできなくなる。
政治指導は思うほど容易ではないというのが私見であるが，それは制度の問
題だからであり，政治指導がうまく行かないのは，あたかも政治家の力量がな
いからだというのは，問題の立て方がよくないからである， ということが大山
の言説でよく理解できるのである。大山は日本の立法過程の特殊性に関して次
のように述べる。
議院内閣制を採用している諸外国の議会と比較すると，国会の立法過程では内
閣の存在感がきわめて稀薄である。議院内閣制下の議会ではどこでも内閣提出法
案が立法の主流となっており，成文憲法のないイギリスの議会 （ウェストミンス
ター・モデル）とそれ以外の国々とでは手法が異なるものの，いずれも，何らか
のかたちで内閣法案の成立を促すためのしかけを置いている。議院内閣制では内
閣は議会の多数派の支持によって組織されるので，内閣が議会の審議に関与して
も不思議ではない。議院内閣制は権力分立よりも権力の融合を特色とするといわ
れるのはそのためである。ところが，アメリカの議会制度から強い影響を受けた
日本の国会は，例外的に行政府と立法府の権力分立を徹底している（大ILi2011, 
72)。
「内閣の存在感がきわめて稀薄である」とは不覚にも日本の内閣のことであ
るということについて知らなかった。これでは，日本の首相は存在感がないと
いうのも肯けることではないだろうか。たしかに，日本の首相は最近コロコロ
と変わるが， もともと制度的裏付けに支えられていなかったからだと主張して
もあながち見当違いではないかもしれない。ただ，「権力分立」を徹底してい
ると言えるかどうかは見解が異なると思われる。行政が基本的に立法を引っ
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張っているというのが建前はともかく実態には近いと思われる。日本の国会議
員は結局大臣になりたいのではないかという印象を持つが，誇り高い議員であ
ることによって行政府に強い姿勢を見せているようにはとても思えないのであ
る。ただし，大山は昨今の議員のことよりも戦後初期の，例えば緑風会議員と
か若かりし田中角栄の例を引きながら国会審議の華やかなりし頃を描写してい
ることを付言しておきたい。なお，現代イギリスの政党内閣の現状についての
大山の所説を紹介しておきたい。これは先に述べた山口の言う「選ばれた独裁
制 electeddictatorship」と関係するからである。
小選挙区制の効果によって， 2大政党制が長く継続してきたイギリスでは，下
院選挙に勝利した政党が単独で政権を担ってきた。近年では，保守党，労働党の
2大政党が党首を首相候補者として前面に立てて選挙戦に臨むので，総選挙は有
権者による首相の選択という側面をもつようになった。そうなると，党首の人気
のおかげで当選を果たした与党議員は，マニフェストに掲げられた政策の実現を
めざして，首相に従って行動するようになる。こうして，「首相統治」，あるいは
「選挙による独裁 electivedictatorship」とも評される，首相による強いリー
ダー シ ップの発揮が可能になったのである（大山 2011, 119)。
「選ばれた独裁制」にせよ，「選挙による独裁」にせよ，それは首相の大統
領制化，ないしは党首効果に関係してくるであろう 。大統領のように首相が振
る舞えば，それは首相自身の人格にかなりウェイトが占められることになる。
そうすると「政治の人格化」の問題になってくる。また，党首効果についても，
選挙民に受けの好い首相が必要になるのであり，ある種のカリスマ効果が首相
に要望されることになる。これは，現代政治における特徴的な現象で，マスコ
ミ化，情報化とも関係してくるから，「選挙による独裁」を見逃してはいけな
いのである。さて，次に，大山にしたがって事前審査体制の問題を検討してみ
たし'o
第1同国会以降，国会はアメリカ・モデルによる権力分立型の運営から徐々に
変貌を遂げ，議院内閣制に適合する審議の方式を模索していったといえるだろう 。
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そして， 1955年以降自民党の長期政権（いわゆる55年体制）の下で，内閣提出
法案を順調に成立させるための運用が完成する。それが与党による事前審査体制
だったのである（大山 2011,78)。
事前審査とは，
閣議で決定した法案を国会に提出し，そこで国会議員による修正を加える，日
本国憲法が想定していた審議方式を改め，閣議決定以前に与党議員が法案を審査
し，修正を行うというのである（大山 2011,78-9)。
完成した事前審査体制で中心的な役割を果たしたのは，自民党政務調査会（政
調会）の各部会であった（大I  I2011, 80)。
部会の審査を終えた法案は政務調査会の総会で承認され，自民党の最高意思決
定機関である総務会の了承を得たのち，ようやく事務次官会議を経て閣議にかけ
られ，国会に提出された（大山 2011,80)。
事前審査体制とは，精緻な事前審査と審査終了時点での党議拘束がセットに
なって機能するものだったのである（大[J2011, 81)。
ここで，はっきり指摘しておきたいことは，事前審資体制を動かしていたの
が，自民党の政務調査会と総務会であったということである。それに加えて事
務次官会議が重要である。このようなアクターを通して法案が作成されて行く
さまは，まさに特殊日本的議院内閣制である。政権交代で，ここが問題になっ
たことも故なしとしないのである。さて，そうすると，事前審査体制とは，内
閣ではなく，与党議員である自民党の国会議員が立法の中心を担うと言ってよ
いのだろうか。そうではないと大山は言っていると思われる。大山によれば，
自民党の事前審査は高度に組織化され，与党内の議論が尽きて全員の同意が得
られた後に，法案が閣議決定される体制になっていた。そのため，国会審議は
もっぱら政府・与党の連合軍に対して野党が論戦を挑む場となり，国会で法案修
正を実施する余地は残されていなかったのである。もう一つの特徴は，事前審査
の対象とされたのが閣議決定されだ法案ではなく，各省庁による起草段階の法案
だったことである。諸外国でも法案に関して事前の調整が実施されることはある
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が，その場合，与党議員の交渉の相手方は当然ながら内閣である。ところが，自
民党の事前審査では，議員の交渉相手は内閣ではなく，法案を起草した省庁の官
僚なのである。内閣は積極的に議論に介入しようとはせず，与党議員と官僚との
決着を待つ「傍観者」のようにさえみえた（大山 2011,82-3)。
与党の事前審査は極端なまでのコンセンサス重視を特色とする集団的意思決定
過程であり，首相および内閣が政治的リーダーシップを発揮する余地はほとんど
ない。したがって，最終的に国会に提出される法案も，首相が責任をもって国民
代表である国会に問うものではなく，集団的意思決定の結果でしかない。こうし
た仕組みは，政策決定の責任の所在を不明確にし，果断な政策変更を困難にして，
日本的なイモビリズム immobilismの温床になってきたといえよう（大山 2003,
231)。
このようにして，「傍観者」のようにさえみえる内閣や自民党国会議員をさ
しおいて，存在感を増しているのが省庁の官僚である。政権交代で政治指導が
要請されるのもこのあたりの事情によると思われる。内閣は傍観者然として，
自民党議員は官僚に押されるとしたら，政治指導はどこに行くのか， という問
題になる。とはいえ， 1990年代以降の一連の改革によって，日本の政治はよう
やく首相の指導力強化の方向に舵を切った（大山 2011, 97)。そして，事前審
査体制への挑戦を試みたのが小泉純一郎だった。大山は次のように言う 。
小泉は事前審査からの脱却も試みた。2002年3月，小泉総裁直属の自民党国家
戦略本部国家ビジョン策定委員会は， (1)首相を中心とする内閣主導体制の構築，
(2)官僚主導の排除， (3)族議員政治との決別，から成る「小泉 3原則」を打ち出
し，具体的方策として，閣議の実質化などとともに与党による事前承認制（事前
審査）の廃止を提言した（大山 2011,99)。
小泉改革は有名な郵政民営化法案をはじめ輿趣に尽きないのであるが，大山
は「郵政民営化の基本方針」が自民党の了承のないまま閣議決定されたこの法
案が参議院で最初否決されたことを重視する。すなわち，郵政民営化法案否決
の経緯は，事前に与党の了承を得ずに法案を提出した場合には，国会審議にお
いて法案を可決に導くすべがないという，国会の議事手続の問題を再確認する
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ものだった。小泉の改革路線も国会審議過程の改革にはおよばなかった， と大
山は言う （大山 2011, 105-6)。小泉改革と政権交代は一見関係がないように思
われる。しかしながら，政権交代とは，従来の政治の変革であり，旧来の慣習，
流儀を変えてゆこうとするものである，という射程でものを考えるなら，国会
改革の文脈で小泉改革は無視できないものを持っているといえよう 。いや，
「国会改革の文脈で小泉改革は無視できない」どころか，あらゆる意味で小泉
政治は無視できないと言っても過言ではない。例えば，佐々木毅は次のように
圭 ‘ロ？。
ところでこの「大掃除」は改革の一種である。民主党のマニフェストによれ
ば，それは「国民を苦しめている古い仕組みを終らせる」ことである。政治と
行政とが長年にわたって2人3脚で作り上げてきた迷路のような仕組みに手を入
れ，その無駄と不公正さを明らかにすることは正に改革以外の何物でもない。
4年前は赤いポスト相手に投票した有権者は，今度は既存の仕組み全体に対す
る不信感を表明したのである。その意味ではこの2つの総選挙はまったく違う
外観と結果を持ちつつも，実はその根底において通じるものがある。小泉政治
と民主党の政策は違うが，現状の仕組みの否定と改革において国民の間に渦巻
いているエネルギーは相当程度一貫しているのである。それは一言で言えば，
溜まりに溜まった澱みを「壊す」エネルギーとでもいうべきものであり，それ
への適切な応答と感応力は，小泉政権を見るまでもなく，大きな政治的資源と
なる （佐々木 2009,18)。
さて，大山によれば，今後の日本の国会は，国会が内閣から距離を置き，内
閣をチェックすることが重要になるという 。大山によれば，現在深刻な問題に
なっている衆議院と参議院のねじれ現象も，政権交代以前に問題となった国会
同意人事も国会改革の千歳一隅のチャンスであると言う 。
日本における近年の政治改革は，大筋では多数支配型の政治を志向してきた。
2大政党化が進み，マニフェストを掲げた選挙が行われ， リーダーの権限が強ま
るという筋書きが現実のものになれば，今度は多数派に支えられた内閣の政策決
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定をだれが，どのようにチェックするのかが問題になってくる。衆議院，参議院
を問わず，国会が内閣から距離を置き，内閣法案の精査や行政監視を行っていく
ことが今後は重要になるのではないか。とはいえ，これまでの国会，とくに衆議
院では議員が党派対立を離れた独自の立場で活動するのはむずかしかった。国政
調査権の発動には多数決による議決が必要であるため，内閣(=;=与党）の利益に
反する調査はほとんど実施できなかった。そう考えると，ねじれは，国会による
行政監視の実効性を高める千歳一隅のチャンスでととらえることもできるのであ
る。たとえば，政治問題となった国会同意人事も， 55年体制下ではほとんど何の
議論もなしに国会を通過してきたのであって，民主党による否決をどう考えるか
は別として，国会の場で内容のある審議が行われたことは評価できよう（大山
2011, 182)。
政権交代が起きれば国会審議も活性化するという状態が望ましい。しかし，
2011年の現実はそのようになっていないと思われる。これは与野党双方に問題
がある。それらについては以下の考察でいくつか明らかにしてゆきたい。
管直人は， 2009年，彼の著書『大臣 増補版』の「増補版のためのまえが
き」で次のように書いている。まことに増補版はしがきを飾るにふさわしい強
烈な印象をあたえる書き出しである。
10ヵ月にわたる厚生大臣の経験で，私はこの国が国民主権国家ではなく，官僚
主権国家であることを，深く認識した。橋本内閣の組閣の日，当事者の私よりも
先に私が厚生大臣になることを知っていた官僚たちから，就任記者会見のための
挨拶文をもらうところから，大臣としての活動は始まった。いま思えば，その瞬
間に，私は違和感を抱いたのだ。これはどこかおかしい，と。やがて閣議に出席
し，そこでは何の議論もなされず，ひたすら書類に署名するだけなのには，驚き
を通り越してしまった。それなのに国政が遅滞なく動いているのも，別な意味で
の驚きであった。実際は遅滞どころか， とんでもない方向に日本は進んでいたわ
けだが，あの閣議のシステムでは，そんなことはまったく分からない。政治家は
すべての情報を官僚に握られ，政策の是非を判断する機会も事実上，放棄してい
た。それが自民党の政治システムだった。あるいは戦前，さらには明治以来のシ
ステムなのかもしれない。これを打破しないことには，日本の未来はないと，私
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は確信したのだ （管 2009, i -ii)。
管は事務次官会議について次のように書いている。
事務次官会議（正確には事務次官等会議）は，内閣制度が発足した翌年の1886
年から123年にわたり開かれてきた。原則として閣議の前日に全府省の官僚ト ッ
プが出席して開かれ，閣議に提出される案件のほぼすべてをここで決めていた。
つまり，省庁から上がってくる案件で，事務次官会議を経ずに閣議にかけられる
ものは，ひとつもなかった。このように事務次官会議は重要な意思決定機関だが，
内閣法にも国家行政組織法にも，どこにも定められていない会議である。法的に
は存在しない会議つまり慣例として開かれていた。にもかかわらず，実質的に
国の基本政策のすべてがこの会議で決められていたのだ （管 2009,5)。
管によれば，官僚たちは自分が担当する事案が事務次官会議を通過すること
を目標として動いている。事務次官会議に至るまでに，大臣や副大臣が介入す
る余地はない。そのシステムを崩壊させるには，終着点である事務次官会議を
廃止するのが， もっとも効率的で効果的であると言う。閣議は毎週火曜と金曜
に開かれるので，それぞれの前日が事務次官会議になっているが，鳩山内閣発
足の前々日の2009年 9月14日（月）が実質的に最後の事務次官会議になった
（管 2009,6)。
管は，政治家と官僚について，イギリスと比較しながら次のように言う。
日本とイギリスでは内閣や大臣のシステムに大きな違いはない。だが，根本的
に異なるのが，政治家と官僚の関係である。イギリスには内閣法や国家行政組織
法といった基本法がなく，「大臣行動規範」が大臣として守らなければならない
ルールとなっている。一方，官僚，つまり公務員にも，「公務員行為規範」があ
る。この 2つに貰かれているのは，「公務員の政治的中立性」である。大臣は政
策決定にあたり公務員の中立的な助言を重視し，公務員の政治的中立性を維持し，
公務員規範に抵触する命令は出せず，人事権も党派目的のために乱用できない。
一方，公務員は政党の会合に出ることはできない。つまり，自民党政権下では自
民党の各部会に官僚が出席していたが，そのようなことはできない。それどころ
か，所属する省の大臣・副大臣・政務官以外の政権党の国会議員と面会できない
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（管 2009,204)。
管は，国会内閣制による大改革を唱える。彼は国民主権についてもはっきり
と主張する。彼は次のように言う 。
今同の政権交代では「.=:権分立」を盾にした霞が関の従来の憲法解釈を根本か
ら覆し，国民主権の原則に即した内閣を構成しつつある。つまり従来の霞が関の
憲法解釈では三権分立の原則から内閣は国会から独立していると主張してきた。
そして大臣以外の国会議員には「行政に介人」しないことが三権分立だとし，
「官僚内閣制」の理論的根拠としてきた（管 2009,246)。
国会が内閣を作るのだから，政権党が責任を持って総理を選ぶのが国会内閣
制であるというのが管の主張の骨子である。検討に価する考えだと思われる。
2 
村松岐夫によれば，戦後日本の政治を長期にわたって支配した権力核は「政
官スクラム型リーダーシップ」であったこと，その「政官スクラム型リーダー
シップ」が1990年代末に崩壊したことを主張している。すなわち，戦後日本に
おいて， とくに1990年代半ばまでは，政権党と省庁官僚制の密接な連携的協力
が政策の中心であった。村松によれば，その提携関係は，いくつかの段階を経
て， 1990年代半ば以降に崩壊したといってよい，と言う。この間，自民党が細
川護熙政権の成立に際して一度下野したことや，冷戦の終了や経済不況のイン
パクトが作り出した政権党と官僚制の亀裂によって，崩壊の閾値に達した（村
松2010,ii)。
2009年 8月30日の衆議院選挙によって政権交代が実現するわけであるが，こ
の選挙に向けての数年間，民主党が次第に優位に立っていたことについては，
選挙と世論の研究者においても認識されていた（村松2010, iv)。2006年12月で
は「勝ってほしい政党」選択率について，自民党と民主党は拮抗していた。し
かし， 2007年 5月ではついに民主党が逆転して優位に立った。そのタイミング
で参議院選挙が行なわれた（村松2010,iv)。
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1955年に保守合同によって自民党が成立し，政権党が行政官僚制と協力関係
に入ったとき，そこに戦後政治をリードする力が誕生した。政権党と行政官僚
制という両者の関係は，時間を経て密接の度合いを増し，「政官スクラム型
リーダーシップ」ともいうべき影響力構造が成立した， と村松は考える （村松
2010, 1)。また，戦後政治は，政権党であった自民党を中心に動いてぎた。自
民党の戦略と党活動のエネルギーは，まず日本政治の中で自民党に対抗する政
治勢力に選挙で勝利する活動のために使用された。そのため，自民党内では，
まず外交と国内の基本的政策についての合意形成と有力者間の地位の調整にカ
を注いだ。同時に，議員がそれぞれの選挙地盤を固めることにも最大のエネル
ギーが割かれた（村松2010, 4 -5)。
村松の政権党と省庁官僚制の関係を「スクラム」の関係であるとする思考に
は，合理的選択論の言う本人代理人の契約であるという考えにそって設定され
ている。福祉国家や経済循環を論じる政治学は，官僚の役割を受け入れる，と
村松は言う 。その代理人の役割を設定したうえで，両者の取引関係を正面に据
える本人代理論は，「民主主義と官僚制の関係」を明らかにするのに有益であ
る。本人が行政に委任をし，公務員に専門的知識と裁量を駆使させることの必
要と，そこに生じる本人側の困難のジレンマに視点を置く先駆的議論である
（村松2010, 6 -7)。
村松によれば， 日本の政権党・自民党と省庁官僚制の長期にわたる関係を見
ると，多くの文献は，本人と代理人は相互に，相手の行動の予測に基づきなが
ら行動していることを立証している， と言う 。村松は， 日本において，本人代
理人の間には，自民党結党以後次第にスクラムと呼んで良いような密接提携の
特約関係が成立し，これが日本政治において強いリーダーシップを発揮したと
考える。スクラム関係においては，相互に相手の意思をしっかり確認しあって
から行動する。自民党と省庁官僚制の間に政策の共有化傾向も生じる（村松
2010, 8)。
村松はさらに議論を進める。
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本人代理人関係が政権党と省庁官僚制の間に成立したとして，誰しも感じる疑
問は，取引費用をはじめ多種の費用を節約して政治家は何をしようとしたのかと
いうことである。日本の政官関係のように，官僚制への委任が 「大幅委任」とな
ると，この点についての本人の意固に関する説明が必要であるように思われる。
本人には何か特別の仕事があったに違いない。大量の政治家たちが，時間を無為
に過ごしていたのであろうか。しばしば言われるように，政治家は単に無能で
あったというべきであっただろうか。政治学の間では，そのように見る見解があ
るが，それは，現実から遠い回答であると考える。我々は改めて問うべきである。
政治家が，官僚制に対して大幅な委任をしてきたのはなぜなのか（村松2010,
11)。
私見によれば，政治家が官僚制に対して大幅な委任をしたのは，主体的にそ
のように選択したというより，そうせざるをえなかったからではないか， と思
われる。村松によれば，政治家は政党組織作りにエネルギーを傾注したという 。
自民党は官僚への委任によって取引費用を節約した部分を「政党組織」作りに
使ったとすれば，それはそれで 「委任」に見合う大きな仕事であったのである。
政党は政治秩序の形成に，官僚は政策にという分業が日常的であったと言ってよ
いが，戦後復興や対米交渉など節目ごとの大きな争点は，政治トップの決断で動
いていた （村松2010, 13)。
私見によれば，「政党組織」作りに専念したというその「政党」が問題であ
る。端的に言えば，自民党は，というより自民党の政治家は，「後援会」作り
に専念したのである。「後援会」は「政党」とは言えないという見方もできる。
したがって，政党は政治秩序の形成という分業を担ったというけれども，どの
ような「政治秩序」なのかが問題なのである。さらに言えば，大きな争点は，
政治トップの決断で動いたという問題も，大きな争点はどのようにして形成さ
れてきたのか，決断とは，最終的な裁決なのか，争点発掘，形成までも含むも
のなのか，充分考慮すぺきなのではないかと思われる。
村松によれば，
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政権党としての自民党は，権力の維持をすべての問題に先行させたように思わ
れる。まず行ったことは，中央レベルの指導者間の合意形成の後は，選挙区の支
援体制の育成である。当初は飲み食いを含めて行われた個々の議員の選挙区対策
には日本の政治学やジャーナリズムは冷たいが，戦後日本政治の安定は，自民党
議員たちによる後援会作りの成功にあったのは間違いない。もちろん，後援会は
近代政党の模範型であるとは言い難かったし， 10年や20年も経つと，後援会は，
代議士または地元が所有する「財産」と化し，それが玉石混滑の世襲議員を作り
出す原因にもなった。後援会に対して好意的評価が低いことはやむをえない感が
ある。しかし，その評価はここでの問題ではない。自民党は省庁官僚制への「委
任」によって官僚たちに政策面で思う存分に力を発揮させ，自らは党本部の組織
化と地方の組織化にエネルギーを使ったと言ってよいであろう（村松2010, 18)。
私見によれば，「飲み食いを含めて行われた個々の議員の選挙区対策には日
本の政治学やジャーナリズムは冷たい」には同感である。しかし，選挙とはひ
とつの祭りであり，選挙に絡めて人々が集い交歓するおり，「飲み食い」はつ
きものである。フランスの 7月王政末期の政治史は，「改革宴会運動 cam-
pagne des banquets」で満ち満ちている。そこが問題なのではない。後援会作
りが政党の組織化と言えるかどうかが問われてくると思われる。村松も言うよ
うに，後援会は近代政党の模範型であるとは言えないのであり，県連等の地方
組織と併存するか対立して存在していたと考えられる。党本部の組織化につい
ても，一部の議員を除けば，それほど積極的だったとは思えない。憶測である
が，多数の自民党議員は，派閥活動も含め，系列団体作りと維持に努力を傾注
したのではないかと思われる。後援会作りが政党の組織化と言えるかどうかが
問われてくる。したがって，次のような村松の所論には納得できない。
いずれにせよ，後援会という選挙支援の手法は，他の政党も追随し，結局，ど
の政党においても候補者は後援会を作る。共産党でも，党員でない有権者の支持
を得るためには後援会は有力な手段であった。全政党において，後援会は，選挙
の地域的基礎であったことは確かである。その中で自民党の後援会は際立って強
かった。本人（政権党・政治家）が，多くの分野の政策に関して官僚に丸投げ型
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委任をしたことは批判の対象であるが，政治家も，そうして作りだしたリソース
（主として時間）を使うことによって政治を安定させたと言えるように思う（村
松2010,20)。
私見では，「後援会は，選挙の地域的基礎であったこと」はそのとおりだと
思う。また，選挙こそ政党の生命線であることは事実であるから，後援会が実
際的に政党の枢要な構成要素であったことは認めざるを得ないかもしれない。
とはいえ，自民党の後援会が強かったのは，自民党が政権党だったからではな
いだろうか？ したがって，丸投げ型委任の官僚の政策をただ受容するか，利
益配分に与かるだけの後援会であるならば，そのことが政党の仕事であり，政
治の安定に寄与したとするならば，一体政治の安定とは何か，ということにな
らないだろうか？
とはいえ，以上の所論は，どちらかと言えば55年体制初期の段階の理念系を
述ぺているのであって， 1960年代， 70年代は様相が変わってくることが重要で
ある。これについて村松は次のように述べる。
元来，大幅な委任が行われるためには，本人の政策の基本方針が官僚によって
も共有されているほうが安心である。1955年下の 2大政党制の下で，政権党が官
僚制に信頼を置くことができたのは，その時点で，日本のなすべきことが明白で
あったことにもよると思われる。自民党と官僚は，国民の要望を背景に，ようや
く果たした戦後からの復興の上に，経済を成長させ欧米諸国の工業力を獲得し，
国民生活の水準を高めるという目標を共有することができた。政官の協力が円滑
であるためには，政策の実施体制についてのルール・規範群の整備も必要であっ
たが， この点について中央政府は，その政策実施の多くを地方自治体に依存する
こと，省庁官僚制は，都道府県に対しても機関委任事務の手続きを適用すること
ができるという解決を得ていた。
1960年代， 70年代になると，自民党は，省庁官僚制へのモニタリングを強化す
るようになる。ここにいう本人代理人のスクラム関係は， 60年代から70年代のモ
ニタリング強化の一環として作られたものである。本人たちは，まず，地元の支
持体制の安定を確保することに力を割いたが，次のステップでは，政策と行政へ
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の影響力の拡大に力を注ぎ始めたのである。経済成長によって財政リソースの増
加が見られ，その配分・再配分をすべて官僚に委ねたくはなかった。本人は，代
理人に，各省庁の政策について事前に相談せよと指令するようになる。55年体制
の本人代理人関係は，単なる委任関係にとどまらず，本人による事前モニタリン
グの協力関係でもあったのである（村松2010,21)。
1960年代から70年代にかけてのモニタリングの強化は本人代理人のスクラム
関係を強化したことは村松の指摘の通りだと思われる。ただ，「次のステップ
では，政策と行政への影響力の拡大に力を注ぎ始めた」点についてであるが，
私見では，政治家のスタイルの変化という観察を提起したい。筆者（土倉）の
少年期の郷里における体験的印象では，いわゆる名望家的政治家（具体的には，
星島二郎，犬養健）の時代が終わりつつあったのが， 1950年代末期から60年代
であると思われる。ある種の威信，信頼だけで選挙民は投票しなくなった環境
の変化が，政治家像を変えてくるように作用したのではないかと推測している。
さて，政官におけるスクラム的協力関係は2000年代には崩壊してくると村松は
言う。村松は，「政官スクラム型リーダーシップ」は2001年の小泉純一郎首相
登場の前に崩壊していたと主張する。崩壊を説明する議論としては3つの仮説
がありうる（村松2010,28)。
仮説の第 1は冷戦の終了とグローバリゼーションである。村松によれば，こ
のことが日本政治に大きなインパクトを与えたことは疑いない。政官スクラム
においては，本人代理人の間の特約条項の中に「体制に対する原理的反対派・
野党の排除」条項を持つが，この条項は，冷戦の終了によって，不要になった。
これは，政官スクラム型リーダーシップの存在理由を失わせ，政官の結束を弛
緩させるはずである（村松2010, 30)。特約条項とはレトリックであり，実定
的なものではないと思われるが，冷戦の終了と政官スクラム型リーダーシップ
の存在理由の消失を関連付けるところは卓見だと思われる。村松は続けて次の
ように言う 。
1996年の選挙で，社会党は，それまでの70議席 (1993年選挙）を15議席に減少
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させた。1996年選挙で野党といえば，社会党（社民党）は視野にはなくなり，小
沢一郎の新進党が自民党の強いライバルとして大きな役割を演じた。このときが
日本政治の転機であった（村松2010,30)。
たしかに， 1993年の細川内閣による一時的な政権交代よりも， 1996年の社会
党15議席のほうが「日本政治の転機」かもしれない。社会党の15議席は損失が
大きすぎるのである。付言すれば，現在の民主党について言えば， 2009年の政
権交代を達成した際， 1996年の新進党を引き継いだものではなかったことは論
をまたないが，それにしても，奇しくも民主党を躍進させたのは小沢一郎で
あったことは注意しておいてよいことである。とはいえ，冷戦の終了は日本の
社会民主主義に甚大な損失を与えたのだろうか。フランスのミッテラン政権の
終焉が1995年であるが，フランスの社会党はその後も日本ほどには勢いを落と
していない。 ドイツも然りである。それはさておき，政官スクラム崩壊の第 2
の理由として，村松は細川内閣の成立をあげる。
非自民党政権が創られたということそのものが事件であったが，細川政権にお
いて重要であったのは，政治改革である。この政治改革が効果を持つようになれ
ば，政官スクラムは，解体の道をたどるはずである。なぜなら，政治改革の内容
は次のようなものであったからである。第1に，小選挙区制の採用である（村松
2010, 32-3)。
政治改革のもう一つの内容は，政治資金規正法の改正である。新しい政治資金
のルール改正（政党交付金の新設と会計ルール強化）は，国会議員の地元ケアを
困難にして，それが政官スクラムの地方的基礎を崩壊させるように作用したと言
えるかもしれない（村松2010,33)。
政官スクラム崩壊の第 3の理由は，経済不況と財政リソースの減少であった。
村松は次のように言う 。
長期不況と国民の課税への抵抗によって，バブル崩壊後，従来の政官スクラム
関係の維持に不可欠であった財政リソースは減少した。財政リソース減少の中で
政党と省庁官僚はともに取引材料を失ったと言えそうである。行政の失敗とス
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キャンダルが連続的に生じたことは，行政改革を主要な政治議題とさせることに
なった。政治改革の次は行政改革にシフトしてゆくのは自然であったとも言える
が，特に，橋本内閣の下で行われた1996年選挙は転換点であった。すでにスター
トしていた地方分権改革を受け入れ，橋本首相は，省庁再編改革に取り組んだ。
市町村合併も推進された。改革が 1つ生じ， 2つ目が生じると，そこに改革のマ
クロモードとも言うべきものが発生した。官僚への大幅な委任は否定され，盛ん
に政治主導が叫ばれるようになった。地方分権改革や省庁再編改革において，さ
らに，三位一体改革において，政官スクラムを結び付けていたパイプは各所で破
損していることがわかった（村松2010,34)。
さて，村松は，第2章「省庁官僚の活動量の後退」において，官僚の活動量
と自律性はジレンマの関係にあることを考察する。戦後政治において官僚制は，
政治家とともに政策の 2大当事者の 1人であった。ただし， 1970年代以降省
庁官僚制は，政治の世界に大きく踏み込んで，活動を続けることになった （村
松 2010,49)。
村松は，かねてから，政治から超然としようとする古典的官僚と，政治のカ
学の中で官僚の役割を増大しようとする政治的官僚に分類して，後者のタイプ
の増加を指摘してきたが，この30年間，政治的官僚は増加し官僚制の中枢に
あった（村松 2010,49)。このようにして，「増税なき財政再建」をスローガン
とする中曽根政権の主要戦略が経費削減であったのに，官僚の政治アクターと
の接触が活発になるのはどうしてか， と村松は問題を立てる。その理由のひと
つに「ゼロシーリング」をあげていることに注目したい。以下，村松の著書を
引用する。
すなわち，ゼロシーリングという新しい手続きの下では，首相と大蔵省の予算
統制の手絹はむしろ緩んだ。各省庁はリミットを決められ，「あとは自由に」と
言われる手続きになった。ここで省庁幹部は，関連議員と相談して省庁政策の優
先順位をつけたと言われる。この頃から，政治家の関与の傾向が日常化したと思
われる。中曽根時代，第2臨調改革と外交においてリーダーシップは発揮された
が，むしろ制度化されたということになる。三宅一郎は， 85年出版の書物におい
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て， 1960年代から啓蒙民主主義が利益民主主義に転じたと主張しているが，この
頃に，自民党人事の固定化，議員間の政策の棲み分けなどが組織的に行われるよ
うになった（村松 2010,51-2)。
筆者が，さきに「いわゆる名望家的政治家の時代が終わりつつあったのが，
1950年代末期から60年代であると思われる」と述べたが，それが三宅の言う啓
蒙民主主義が利益民主主義に転じた時期と符合する。これはまた政党政治の制
度化と時期が重なる。これについて三宅は次のように言う。
選挙において， 「政党の方を重くみて投票したか，候補者の人物の方を重くみ
て投票したか」と聞かれると， 「人物」と答える人が多かった。日本の選挙制度
からみてこれはかならずしも有力者秩序の残存を意味するものではない。しかし，
政党制の未発達あるいは正統化の未確立を反映しているはずである。事実，やが
て候補者選定の基準は「人物」から「政党」へと移動する。その転換期は，ほぼ
60年代の終わりであった。衆議院選挙例にとると， 1963年の選挙では，どの年齢
階層でも政党を重視したひとは少数派であったが， 72年の選挙では，逆にどの年
齢階層でも多数派となった。…… （中略）……参議院の政党化の傾向に対する賛
否も，同じく 60年代の終わりから70年代の初めにかけて，「政党化はやむをえな
い」と認める人が，急増した。政党政治が「制度」として定着したのは， 60年代
後半といえる（三宅 1985,268-9)。
高学歴層の脱革新化によって，オピニオン・リーダーの交替が行なわれる。高
学歴層の政治的関心はいぜんとして高いけれども，それは知識の面にとどまる。
政治参加では，中年の有職者，高畠のいう「実生活」者， とくに職業集団加入者
が中心になる。政治参加のモチベーションが 「近代化」よりも 「集団利益」「職
業利益」となる。この時期を，「利益民主主義」と呼ぶ所以である（三宅 1985,
283)。
したがって，村松説と三宅説を総合すると，啓蒙民主主義→利益民主主義，
政党政治の制度化＝自民党人事の固定化，議員間の政策の棲み分けなどが組織
的に行われる， となる。私見ではこのようにして自民党は名望家政党から包括
政党に変貌を遂げてゆくことになる。
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さて，村松は，与党審査を通じて自民党と省庁は互酬関係を強くしたことに
ついて，次のように述ぺる。
近代国家の官僚制は，中立性・安定性・継続性・匿名性等の特質を歴史的に形
成してきた。このようにして成立した官僚制は，現代国家の政策領域が大きくな
るにつれて，政策過程の補助者としての役割を拡大し大きな影響力を持つように
なった。それだけに，民主主義において決定するのは政権党である。官僚集団の
政策策定過程における適切な補助があれば，決定の質の向上に資する。しかし，
両者の間に適切な協力関係を作ることは難しい。官僚は出過ぎないほうが良いが，
戦後日本に生まれた自民党・省庁官僚制のスクラム的密接提携の関係においては，
官僚は，「出過ぎた」関与をしていた。政治家の役割は政策の大枠を作り，これ
を官僚に指示すること，官僚が指示を守っているかどうかをモニターすることで
ある。しかし，政治家は省庁官僚制への依存が大きく，過剰に委任した。その密
接提携の中での政策関与が長く続くと，官僚の行動へのモニタリングも甘くなっ
た。与党審査を通じて自民党と省庁は互酬関係を強くした（村松 2010,71)。
要するに，村松の所論を繰り返せば，「与党審査を通じて自民党と省庁は互
酬関係を強くした」，「自民党・省庁官僚制のスクラム的関係において，官僚は
『出過ぎた』関与をしていた」のである。私見によれば，これこそ，政権交代
が行なわれなければならないひとつの理由となるものである。村松によれば，
政治家と省庁官僚制の間のルール・規範群は， 1962年の赤城書簡による与党審
究の手続き化以降，スクラム維持のために，世界標準ルールでなく自民党と官
僚制の間の独自のものとして形成されていった（村松 2010,72)のであるが，
常識的に言えば，世界標準）レールに沿うほうが望ましいので， 日本的）レー ル，
カルチャーは避けたいと思うものである。
したがって，戦後日本の政官関係について，村松が次のように指摘するのは
正鵠を得ていると思われる。
戦後日本の政策決定において，赤城書簡や国対委員長通知によって，準備した
提案が与党審査を受け，国会を通過するまで官僚が責任を負うというルールがで
きてしまった。そのうえ，伝統的に日本の官僚制は積極型 (proactive)である。
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彼らは，本人つまり政権党の方針や政策を予想して省庁所管事項の推進のために
自然に動き出すのである。しかし，省庁官僚制は「非選出部分」として政治の責
任を取りきれない。そこで与党審査の政鍛過程を積極的に利用するようになる
（村松 2010,72)。
さきに述べたように，村松の以上の所説は正鵠を得ているのであるが，強い
てコメントするならば，筆者は積極型を proactiveと言い換えることに少し疑
問を持つ。つまり， proactiveとは前向きの，とか，進取の気象に富むという
意味であるが，これは日本の官僚は優秀であるということにつながって行くと
思われる。このあたりは比較政治学の対象になると思われるが，日本の官僚は
総じて諸外国の官僚に比べ proactiveなのであろうか？ 言い換えると，「与
党審査の政策過程を積極的に利用する」ことは proactiveと言っても好いかも
しれないが，むしろ日本の官僚が自民党のモニタリングの強化に適応したと言
うべきではないだろうか？ これは村松が「政治的官僚」と呼ぶものを真淵勝
が「調整型官僚」と呼ぶ（真淵 2006,357) ことに関係してくると思われる。
村松のこの著書『政官スクラム型リーダーシップの崩壊』は2010年に刊行さ
れており，当然のことながら政権交代の結果としての民主党新政権にも言及し
ている。例えば，
新政権は，政務3役（大臣，副大臣，大臣政務官）ができるだけ政策のイニシ
アテイブをとろうとしている。新政権の下で官僚の側はさらに「撤退」あるいは
「委縮」する可能性はありそうであるが，「横を向く」ようなことはなさそうで
ある。しかし，現代国家の政策の形成のために，官僚制を利用することは，民主
主義に矛盾するものではない。むしろ，官僚の能力を利用しないことには無駄が
生じるのである。おそらく両者の協力の手続きが重要なのである （村松 2010,
76)。
私見では，新政権と官僚はかなり麒顧をきたしているという印象である。
「横を向く」事態が多々あるのではなかろうか？ 責任は両者にある。おそら
く「両者の協力の手続き」が形成途上にあるからだと思われる。例えば， 2011
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年 7月4日の『日本経済新聞』は，「政治主導が空洞化」という記事で次のよ
うに報道している。「政務3役の兼務が増えていることは，民主党の政治主導
の空洞化の表れともいえる。官房副長官が複数の担当を兼務していることで，
副大臣会議の存在意義も薄れる。担当分野が多岐にわたる閣僚には『所掌を説
明しただけで終わってしまう』との声があがる」。しかし，ここは重要な問題
で村松の観察はもっと立ち入り，深く考察している。村松は次のように言う。
官僚は，大きな動きではないが，与えられた裁量権をより客観的・中立的に使
おうとしている。やや驚くべきことは，彼らの政党支持における「支持なし」の
増加である。しかし， 日本の省庁は，こうしたデータにあるスクラムからの官僚
後退のイメージにもかかわらず，基本的には政策に積極的に関与するべきだとだ
とする慣行は変えていない。官僚は，時の政権が何党であっても，政権党• 本人
から大きな委任を受けているという認識から出発しているのである。そうした省
庁官僚の活動を許す法的基礎は，憲法解釈や内閣法，各府省庁設置法における府
省庁の設置目的と，戦前より続く慣行である。代理人は，無条件とも感じられる
委任によって政策準備に従事してきた。
しかし， 1955年以来の長期単独政権の中で，本人・自民党は，この「委任」の
姿勢を変えたのではないか。変えたとしたらどう変えたのか，それはなぜか。変
えたのはいつであったか（村松 2010,91-2)。
ここは重要な指摘で，よく考えてみる必要がある。まず，官僚の政党支持に
おける「支持なし」の増加をどのように考えるかであるが，これは昨今の選挙
研究が明らかにしているように，選挙民の「支持なし」層増加と機と質を同じ
くしていると考えたい。すなわち，選挙民の政党支持は一般的に融解，液状化
してきており，「支持なし」の増加は，村松の言う官僚のスクラムからの後退
の強い証拠にはならないと思われる。次に，「代理人は，無条件とも感じられ
る委任によって政策準備に従事してきた」というのはその通りだと思われる。
それは「戦前より続く慣行」であったと言っても好いのではなかろうか。した
がって，私見では，委任の姿勢は意図的というか，意識的なものではなかった
と見ることができる。自民党と官僚の関係は良好なスクラム関係であったこと
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は事実であるが，それはどちらの側からも主体的な選択というより状況適応的
だったのではなかろうか。自民党は「委任」の姿勢を変えたくて変えたのでは
なくて，状況がそのように導いたと考えたい。自民党は「委任」の姿勢を変え
たのか，状況が変わったのか， もう少し考えてみたい。村松によれば，政治家
の行動を規定する要因のひとつは地方組織であると言う 。村松は次のように述
ぺる。
1955年から60年代にかけて，自民党は，各県に地方駐在員を派遣した。個人議
員が後援会を作るかたわら，ほとんどの地域で1960年頃までには都道府県支部連
合会（県連）を設置した。その頃，自民党は，活動層をリクルートし，彼らに研
修を行った。しかし，その後党の地方活動は無党派的地方議員の動員に成功し，
地方議員を核とする後援会に依存するようになった。活動家といえる層はしだい
に地方政治家（県会議員等）となった。しかし，最近の財政リソースの減少の中
で，会食や談合などに関するルール・規範群の変容に加えて，市町村合併による
議員の引退などで地方政治の構圏は変わりつつある。自民党の地方ネ ットワー ク
は衰退した。後援会の影響力も弱くなったように思われる。その分，政治の解釈
は， 一挙に，メディア有力者の言動に左右される傾向が生じたのである （村松
2010, 93-4)。
村松の観察によれば，自民党の地方組織がいったんは設立されたが， しだい
に後援会や地方政治家の独立などによって，衰微してきているということにな
る。私見では，中選挙区制の制度的環境の中では県連のような紐織は形式的な
ものにとどまり，実質的な政党組織として効力があったかどうかは疑問である。
約言すれば，自民党は後援会政党だったのではないかという印象を持っている。
そのうえで，地方政治の構図の変貌は村松の指摘の通りかもしれない。ただ，
自民党の地方ネットワークの弱化の要因はもう少し広い文脈で考える必要があ
るような気がする。簡単に言えば，政治のありかた，政治家像が変容しつつあ
るのではないか， という印象を持っている。したがって，そこから政党とは何
か，という現代的かつ古典的問題に立ち戻ることになる。これは日本政治だけ
の問題ではないと思われる。
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ここで，後援会について言及しておきたい。三宅一郎によれば，
60年代の末近くまで，自民党支持の動きと得票率の相関は低かった。これは厚
い支持なし層， DK層を，自民党候補者がその地域的血縁的組織を通して動員す
ることができたからであろう 。だが，自民党候補者の個人後援会など，有権者の
組織化はこの予備軍を減らしてゆくし，他方，民社党とくに公明党はこの層から
支持者の多くを補充する。得票率と支持率の較差は革新側に有利にやや有利に変
わり，支持なし層で革新諸政党がより大きいシェアを得るようになる（三宅
1979, 302)。
この三宅の記述には疑問が残る。ひとつは「自民党候補者の個人後援会」が
「この予備軍」を減らしてゆくという指摘である。換言すれば，個人後援会が
組織化と捉えられているところである。もうひとつは「支持なし層で革新諸政
党がより大きいシェアを得る」のは時間限定的であるということである。諸政
党というのも問題である。支持なし→革新は，後知恵かもしれないが，流動的
であり微妙なものがあると言えよう 。
「自民党候補者の個人後援会」は，村松によれば「地元の支持体制の安定」
のために重要な組織である。これについて三宅説をもう少し検討してみたい。
地方有力者を通しての地域社会の丸ごとの把握という地盤の形成が，都市化を
ともなって有効性の度を失うようになるにつれて，代議士たちは「自前の政治・
選挙機関」を持とうとする。これが個人後援会である。伝統的集票組織では，候
補者と有権者個人の直接的接触は限られている。候補者は自分に投票してくれる
個人の名前を知る必要はないし，また望んだとしてもかなえられるとは限らない。
間接的把握の効率性が落ちてくると，候補者は，自分の選挙運動の組織状況を自
ら把握し，有権者個人と直接接触しようと試みる。後援会組織の基本原理は，候
補者と有権者個人の対の人間関係である。候補者とその家族，その友人と隣人，
職業や仕事上の仲間たちの間の自発的で未分化な恩恵の交換関係である（三宅
1989, 45-6)。
「自民党候補者の個人後援会」について，事例研究の積み重ねの必要性を痛
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感しながらも，果たせないまま経験的な印象に基づいて私見を述べれば，「自
民党候補者の個人後援会」は千差万別ではないか， というのが第 1印象である。
それはパトロン・クライエント関係的な面もあれば，町内会的地域組織のよ
うな面もある。基本は，自民党の後援会は，候補者によって，候補者のために
組織されるのであって，党のために組織されたものではない (Stockwin1999 , 
145) という点であろう。「未分化な恩恵の交換関係」というのは至言であって，
後援会もやはりひとつの社会ネットワークであろう。むしろ「伝統的集票組
織」と「個人後援会」の境界は未分化のものがあるという見方もできると思わ
れる。それを裏返して言うと，「伝統的集票組織」でも候補者と有権者個人の
直接的接触はかなりの可能性はあったと思われる。名望家政党の基本的視点は
投票者の議員への絶対的委任（信頼）であったからである。「社会ネットワー
ク」について付言すれば，「日本における政党支持メカニズムのもう一つの柱
が支持と交換チャネルとしての社会的ネットワークであり，このメカニズムが
もっとも顕著にみられたのが与党としての自民党への支持であった」（平野
2011, 177) という場合，後援会は当然のことながら社会的ネットワークと考え
たほうが順当であろう 。後援会の会員数は減りながらも，従来通りの機能は果
たしながら， しかも党の地方組織はいっこう強力にならないまま，後援会が果
たしている役割は，選挙制度が変わっても今まで通りの公職選挙法の相補的な
役割の推進者としてである (Krauss& Pekkanen 2011, 91) という見方もできる。
さて，村松は与党審査について，それは政党優位の表れであり，また自民党
組織の分権的なかたちであったと言う 。
憲法の定める国会中心主義は誰にとっても原則であり，政治家と行政官の行動
に関するルール・規範群の基本であったが，自民党は，与党審査の制度化によっ
て政策の実質を国会の外あるいは国会の前の過程に移していた。自社2大政党時
代，政権党は議会（＝野党）を封じ込めていた。ここにいう 「政権党」は，各省
大臣にさえしばしば優位していた。このことはたしかに，「与党」と 「内閣」の
関係において日本の内閣は弱体であると思わせるものがあった。「本人」は大体
において首相・内閣であったが， しばしば自民党であったのである。しかし，
- 31 - (247) 
関法第61巻第2号
我々は，与党審査は政権党におけるランクアンドファイルに大きな影響力を与え
る結果になっていたことも注目すべきである。自民党組織は分権的であったので
ある（村松 2010,99)。
ここで，村松は2つの重要なことを指摘している。ひとつは「本人」は自民
党であったということである。これは党の優位を意味している。与党は各省大
臣をしのぎ，首相に大きな圧力をかけることになる。もうひとつは，自民党組
織は分権的であったということである。これは派閥や族議員が活力を持ってい
たということにつながると思う。以上の二つの視点は重要な視角だと思う。そ
のうえで，少し考えてみたいのであるが，巨大な自民党組織は，内閣・首相に
大きな影響力を持っていたが，分権的であった， ということになる。というこ
とは，組織としては中央集権的ではなく，統制が充分取れない，諸勢力の連合
的な状態だということになる。自民党の力の旺盛な時代，よく目にしたのは，
「何でも飲み込む鶴的な政党」という興味深い政党の行動であった。つまり，
党はそれほど集権的ではないのではないか，その党が内閣や首相に対して影響
力が大きいとしても，外見と実態はかなり違うのではないか， という印象を捨
てることはできないのである。これに関連して，村松は，後援会と赤城書簡に
ついて次のように言う。
1950年代半ば， GNPが戦前の最盛期まで回復し工業化がテークオフした。都市
化急速に進行し地域社会の人間関係は薄くなっていた。後援会はここで必要になっ
たのである。後援会が，最初，純農村地域ではなくやや都市化された地域で発達
したのはそのためである。後援会作りが多大なリソースと議員の時間を奪うもの
であることは日本政治研究が繰り返し指摘してきたところである。当選が生命で
ある議員には政策より選挙であった。冠婚葬祭の付き合いをはじめとする地域社
会の慣習は政治家の時間を奪った。ここに，自民党が政策に関しては，官僚制に
広範な委任をせざるをえなかった理由がある。しかし，自民党は，省庁官僚制に
対していったん大きな委任を行うが，後援会の組織化によって各議員の「地元の
変化＝都市化」への対応が終わると，省庁官僚制への関与に出る。これが， 1962
年，与党審査を内閣に受け入れさせた赤城書簡の意味である（村松 2010,187)。
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村松は後援会と赤城書簡について重要な指摘をしている。あらためてその意
味を考えてみたい。村松によれば，「後援会というのは，政党の地方組織とし
ては議員個人の所有物に近く，近代的地方政党組織としては異形である。しか
し，この組織が，戦後の政治の安定を担ったとしたら，戦後日本政治の最大の
貢献者の一人である」 （村松 2010, 187)ということになるが，いささか後援会
の過大評価ではないだろうか。「やや都市化された地域で」，「地域社会の慣習」
にそった「政治家の時間を奪った」後援会活動については慎重な吟味が必要で
あろうが，政党組織，近代政党の観点から見れば，後援会は「名望家政党」的
体質を持った組織であろう 。私見によれば，都市部における後援会活動の表に
現れたものとしては「慰安旅行ツアー」とか，「講演会の集い」といったもの
である。議員の市民へのサービス活動であろう 。ただ，そのようなイメージで
後援会活動をみると，これが戦後政治の安定を担ったとはどうしても言えない
ような気がする。もちろん，戦後政治安定の平和な象徴としての後援会という
見方もあるかもしれない。とはいえ，後援会の組織化の一定の成功・定着が
「省庁官僚制への関与に出る」というのはいささか短絡的であるし，因果関係
があるのかどうか疑問である。「1962年の赤城書簡」については，充分な検討
が必要であるが，その意味するところは本当のところ何であろうか。この書簡
が自民党政党史の画期であったという点について，いささか懐疑的になってい
るというのが，率直な私見である。つまり，党優位として，自民党の政調会や
総務会が次第に政策決定に深い関与を行なうようになってくる傾向について，
理解はできるのだが，政と官の関係において，政の主導であると最終的に肯定
できるかどうか，率直に言ってよくわからないのである。
さて，村松の著書『政官スクラム型リーダーシップの崩壊』について，そろ
そろ総括的な評価をしなければならない。村松は，まず， 1955年以来，自民党
と省庁官僚制の間に密接提携の「契約関係」があったと考え，そこに生まれた
リーダーシップが戦後日本政治支配の中心的存在であったと主張し，それを政
官スクラム型リーダーシ ップと表現した。と同時に，この著書の主要な作業は，
この政官の密接な関係が消滅したことを検証することにあった （村松 2010,
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そして，ここからがポイントなのであるが，村松によれば，この意味での自
民党と省庁官僚制の密接提携の関係が消滅したことは，政権が自民党から民主
党に変化した今や，すぺての人が当然のことと考えるかもしれない，と断りつ
つも，「しかし，重要なことは，政官スクラムの崩壊が，政権交代よりもずっ
と前に生じていたことである」（村松 2010, 247) と力説していることである。
民主党への政権交代は大変革であった。しかし，ひとつの政官関係の崩壊は政
権の行動を規定するようなルール・規範群の変革であり，同等に重要なのであ
る， と村松は言う（村松 2010,248)。
私見によれば，「新しい）レール・規範群の上に立ったリーダーシップが形成
するためには新政権の登場ということはあってもある程度の期間が必要であ
る」（村松 2010,249) ということにまった＜賛成である。政治制度は，ルール
と適切性の論理をとおして，一方では秩序• 安定性・予測性を， もう一方では
柔軟性と適応性を実現してゆく （マーチ・オルセン 1994,235)。基本的には，政
権交代は，新しいルール・規範群の形成期に起きたのであり，形成を促進する
ように起きていると考えている。つまり，古い）レール・規範群が制度疲労に陥
り，混乱し崩壊過程にあったからこそ，その潮流に乗るかのように政権交代が
起きたと考えている。それでは，「改革」の転機は何時頃をもって考えれば好
いのであろうか？ すでに前述したが，村松は，以下引用するように， 1996年
の総選挙であるという 。
こうした改革のマクロモードともいうべき風潮が生じた転機は， 1996年の総選
挙である。
96年選挙以後に，橋本（龍太郎当時首相）は，新進党の挑戦を受け，地方分権
改革に正面から対応することを不可欠と感じるようになったと言われる。省庁再
編改革もラデイカルな内容のものになったと言ってよい。全体として見て，戦後
日本の政治の中に90年代後半に一つの政権交代があったと同レベルの変革，すな
わち政官スクラム型リーダーシップの崩壊が生じていたのである。大蔵省は，主
要な金融機関の破綻を食い止めることができなかった。自民党が，大蔵省の抵抗
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を排して金融監督庁を設置したことは，代理人の委任を解除したことを意味する。
1998年，自民党が，官僚制というよりも民主党と提携することによって，金融2
法（いわゆる金融再生法と金融早期健全化法）の国会通過を果たしたのは，委任
解除の象徴的事件である。アメリカの日本政治研究者である T.J・ペンペルは，
1998年の書物でこの時期の変化をレジーム・シフトと呼ぶ（村松 2010,262)。
ペンペルによれば， 1990年代末期までには， 日本の古い保守的なレジームは
「レジーム・シフト」と名付けられるような根本的な変化を遂げたと言う
(Pempel 1998, 137)。私見によれば，政権交代の背景にはレジーム・シフトが
あったのだと思われる。換言すれば，政権交代の直接的な理由として，自民党
が民主党になぜ敗れたのかを考えてみるといくつかの理由が考えられるが，大
きな理由としてあげられるのが，政と官の連携のまずさではないだろうか？
村松は，別の個所で，「『官僚制の強さ』とは何であるかの解明は，日本政治を
民主主義の上で理解する場合にきわめて重要」と述ぺている（村松 2008,4)。
村松は著書のどこかで小泉郵政改革は民主党を結束させたと述べていたように
思われるが， レトリックではなく，まさに小泉は「自民党をぶっ壊し」たので
ある。また，小泉首相の省庁官僚制に対する強いリーダーシップや それは，
政と官の関係について言えば，本来なら政権交代の後にやるべき改革を小泉が
遂行したような側面があるからこそ，状況はいっそう混迷してくるのである。
もっとも，村松は小泉登場以前からレジーム・シフトは起きていたと観測して
いる。私見では，村松に同意しつつも，政権交代が到達点で， 1996年からの諸
経過は，小泉改革も含め，政権交代の助走期間であったと観測したい。レジ一
ム・シフトと政権交代は違うかもしれない。とはいえ，政権交代は起こったほ
うが好かった， レジーム・シフトがそれを要求していたからだと考えることも
できる。そのように考えると「政官スクラム型リーダーシップ崩壊」説をとる
村松の考えと相違するかもしれない。村松のスタンスは，私見によれば，村松
の前著『戦後日本の官僚制』 (1981年）において次のように述べているところに
表われている。
- 35 - (251) 
関法第61巻第2号
日本の官僚制は，その本心はともかくとして，対外的には政治的官僚の役割を
演じているという結論を得た。これは，戦前からの権威主義的で，上から民衆に
対してその意思を課する官僚制という像からすれば大きな転換である。この転換
は，政治的正統性の転換と，その結果，官僚が外部に存続 (survival)のリソー
スを依存する存在であるということからきていると思われる。こうした考察に
立って考えるとき，日本の社会科学のこれまでの官僚イメージは相当に「偏向」
していたように思われる。かつての官僚イメージは，特権を与えられ，政権党を
「内面指導」し，圧力団体を抑え，これに行政指導を与え，地方を監督統制する
「古典的官僚制」であった（村松 1981,326)。
「日本の社会科学のこれまでの官僚イメージは相当に『偏向』していた」と
いう指摘は貴重なものであり，その当否はともかくとして，慎重に検討するに
値する問題であると思われる。そのうえで，私見を挟むならば，村松も言うよ
うに，「政治的官僚」の具体的イメージは「古典的官僚」ほどには明確ではな
い。言い換えれば，現代における望ましい「政治的官僚」とは何かということ
になる。その意味で，村松が官僚集団は「テクノクラシーをめざさないテクノ
クラット」としての機能を営むことのできる集団であるか（村松 1981,338), 
と問題を立てることに賛成である。とはいえ，政治の側のほうも重視したい。
すなわち，政治的意思の形成は好い方向に決められてゆくのだろうか，という
問題である。ここでは政治家の行動が問題になってくる。一言で言えば，政治
家にはまだまだ政治の文法，洗練された政治の慣習が欠けるのではないか， と
いうことである。それは，内閣や国会の制度の問題であることはもちろんであ
るが，究極的には政治家の集団，政党組織の問題になって来ると思われる。
いずれにせよ，強力な日本の官僚制という評価と自民党長期政権という 2つ
の矛盾するようにみえながら並存した現象はセットで考察されるぺきであり，
官僚制の特徴を政党政治と切り離して捉えるぺきではない（高安 2009,244)。
政党政治が官僚制をよく統制できるようになるとすれば，それは，行政の
トップ，すなわち，首相のリーダーシ ップを強化すべきであると思われる。日
本の官僚のエネルギーは省庁レベルの組織に吸収され， トップ・リーダーシッ
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プの外におかれている。そのためトップの弱体が生じる（村松 1994, 120)。省
庁官僚制に対して首相の利用できる統制手段とスタッフを強化することが意味
をもつためには，内閣を実質化させて，内閣が求心力をもつように手段を行使
する（村松 1994,121) ことが望ましいと言うことができる。
3 
時間の制約もあって，多くのことを論じつくせないまま，終わりの部分を以
下のように叙述しなければならないのは，流行の言葉で言えば「想定外」のこ
とであり，本当に残念である。すなわち， 2年後に政権交代論を次のような現
実の状況から書き始めるのは辛いことでもある。
例えば，『ニューズウィーク日本版」 2011年7月20日号は，カバー・ストー
リーが「日本政治メルトダウン」というタイトルになっていて，「国政と日本
の未来を壊す『第4の災害』菅直人と政治的混乱を助長する『第4の権力」メ
ディアの深過ぎる病根」というリードがついている。いくつか引用してみよう 。
「ペテン師」「最低の人間」「無能」「権力にしがみつきたいだけ」「存在そのも
のが大災害」 日本の歴代総理大臣の中で，菅直人首相ほど罵詈雑言を浴びせ
られた人物はいただろうか。東日本大震災と福島第 1原発事故をめぐる対応の迷
走ぶりや，退陣表明をしても「居座り」続けることへの不満から一時，国会内の
民主党国会対策委員会の役員控室には「宰相不幸社会」「百害あって一利なし」
と菅を批判する紙が貼られたほどだ。国会誠員として品位に欠ける行為かもしれ
ないが，菅がこの国を不幸に向かわせているという指摘は，あながち間違いでは
ない（横田・長岡 2011,30)。
ただし，横田・長岡の批判は菅個人にだけ向けられたものではない。民主党
の政権交代の意味を問うている。民主党の政権交代の初心とは何か，考えなけ
ればならない。
実際に十分な政権担当能力があったかどうかは別にして，少なくとも政権交代
当時の民主党が標榜したのは，官僚支配に代わって政治主導で改革を進め，党利
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党略による政局よりもマニフェストを士台にした政策論争による 2大政党制を築
き，密室政治に代わってオープンで熟議する民主主義を定着することだった（横
田・長岡 2011,32)。
ここで，確認しておきたいことは，民主党への政権交代に期待されていたもの
は，上記引用を要約して，① 官僚支配に代る政治指導，② マニフェストを土台
にした政策論争による 2大政党制，③ 熟議する民主主義，であるが，政権交代
に期待されていたものは，まだまだあると思われる。本稿は官僚支配に代る政治
指導についてとくに考察している。ここで，民主党の新政権と官僚制について見
ておこう 。高安健将は次のように言う 。
もともと民主党は，行政官僚制に対する不信をもって政権を獲得し，その問題
意識に基づいて政策決定のあり方を求めてきた。だが，官僚機構なしに政策運営
は行えない。政治家が全ての細部にまで関与して決定を行うことはできないので
あり，官僚機構の情報収集機能や専門知識，政策立案や執行上の行政手腕は，政
策運営に不可欠である（高安 2011, 137)。
同じような主張を牧原出もしている。彼は次のように言 う。
長期的に見て，官僚との協力関係なしには，政権担当能力を説得的には示せな
いからである。官僚との協力がいかなる意味で「政治指導」と両立するのかを解
き明かし，それを強靭な「ドクトリン」へ変換することによって，野党が選挙で
勝利して政権入りするという政権交代の局面にふさわしい 「政治」の「ドクトリ
ン」を構築できる（牧原 2009,270)。
ただ，これでは抽象的すぎるので，目下の問題である福島原発の事故処理の
対応についての高安のコメントを引用しておこう 。
より本質的な問題は，社会が原子力政策を一部の専門家と独占企業，監督官庁
に委ねてきたことである。この 3者に加えて，政治家や産業界，労働組合，マ
ス・メディアが，「安全神話」を作りあげたうえで，自らもリスクに対して思考
停止に陥り，争点化を避けるために原子力政策の真剣な検討を妨げてきたことは
否定しようもない。独占企業である東京電力の膨大な広告費や政治献金のあり方
とともに，このことがこれまで問題にされてこなかったこと自体が今後，問い直
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される必要がある（高安 2011,138)。
ここまで来ると，政と官の問題，政治家の官僚への委任という枠をはみ出し
てくるような気がする。端的に言えば，ここでは官僚の企業への委任という問
題も生じてくる。東京電力の問題，政治献金のあり方など重要問題があちらこ
ちらで露呈してくる。われわれはどうしたらよいのか？ 端的に言えば，より
好い選択とは，政と官の良好な制度化である。
さて，政権交代については，政と官に焦点を絞って，多々述べてきたが，こ
こで少し脱線するが，政権交代と選挙について， 2010年9月に行なわれた民主
党代表選挙の後に書かれた高安のコメントも紹介しておきたい。
今回の民主党代表選だけでなく， 2006年から毎年繰り返された自民党総裁選に
しても，「政治」はメディア上では大いに盛り上がっているようにみえた。だが，
それが空疎な盛り上がりであることをすでに多くの人びとが感じているのではな
いだろうか。すぐに取り換えられる指導者を真剣に選ぶ理由はそもそもない。自
民党が常に政権の座にあった時代から政権交代の起きる時代となり，選挙，そし
て一般の人の関与できない政党の代表選／総裁選が日本の社会にいかなる意味を
もつのか，いま一度，検討するべきときがきている（高安 2010, 112)。
ここでのキーワードは「空疎な盛り上がり」である。政権交代の起きる時代
に，選挙が「空疎な盛り上がり」ではないか，と懐疑的な気持ちにさせること
こそ，代議制民主主義の構造的危機である。以下の所論においては，日本経済
新聞社編『政権」（日本経済新聞社， 2010年10月刊）によりながら，現代日本にお
ける政権交代の問題点をいくつか摘出したい。
民主党は首相直属の「国家戦略局」を置くとマニフェスト（政権公約）に書い
た。最近，若手議員が，事務局入りの候補となる主な官庁の局長や審議官級につ
いて意見を聞きに来た。「各省のエースを10人集めれば相当なことができます」
と答えた（日本経済新聞社 2010,30)。
政と官。 2009年の衆院選は戦後の日本を引っ張った，この統治機構のあり方を
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間う 。官僚制は長く政権を握った自民党と2人3脚で経済成長の 「司令塔」を担っ
た。権限と予算がほしい各省庁と，補助金を使って地元を固めたい族議員。 内閣
と与党が二重の権力を握り，裏方のはずの官僚が政策作りを主導するいびつな構
造ができあがった。民主党は政権公約で政と官がなれ合った 「官僚依存型政治」
との決別を訴える。与党の政治家を100人以上省庁に送り込み，事前に閣議案件
を決める事務次官会議も「閣議を形骸化させる」として廃止する。自民党は「官
僚の特権は認めない」と天下りや「渡り」を全廃し， 2015年までに国家公務員を
8万人以上減らすと公約したが，政策決定の手法は変えない（日本経済新聞社
2010, 31)。
以上の記事は2009年 7月から 8月に書かれたと思われる。民主党が大勝した
8月30日の衆議院選挙の直前であろう 。「官僚依存型政治」からの決別，これ
が民主党のキーワードであった。約 2年後の現在の地点に立って，この公約は
どこまで達成されたのだろうかと考えてみると，複雑な心境にならざるをえな
い。思うに，高安の言うように，「官僚機構なしに政策運営は行えない」ので
あるから，そのような原点を忘れた「政治主導」は所詮画餅にすぎないのでは
なかろうか？民主党のマニフェストとしての政官論は移行期を無視した暴論に
近いものがあったと言わざるをえないのである。
「官僚に丸投げする政治から政治家が主導する政治へ」。官僚主導からの脱却
を掲げた民主党を中心とした連立政権は2009年12月24日に発足から100日を迎え
る。だが政権運営の足取りはおぼつかない（日本経済新聞社 2010,225)。
国家に対して職務を尽くす「吏道」があちこちで揺らぐ。本来は 「官」をいか
に使いこなすかを追い求めるべきではないのか。「厚労省の役人のようなのが官
僚だと思っていたが，おまえたちは違う」。2010年4月初め，財務省内に「厳秘」
の情報が飛び交った。副総理・財務相，管直人がある会合で一部の幹部に語った
とされる発言だ。厚相時代に薬害エイズ問題で官僚の不作為を攻め，名をあげた
管。1月に財務省に就いたときには「管・官戦争かと期待されている」と自ら
言った。それから 4ヵ月余り，ギリシャ危機が世界の不安に飛び火し，日本の財
政悪化もいずれ市場の標的にされかねない。国際会議に出席し，世界の現実を体
感した管の態度は変わった。視線の先にあるのは「増税」だ。鳩山政権に波乱が
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あれば次の首相に最も近い存在の管から見れば，政策運営へ財務省の強力な後押
しを得たい。そんな現実主義と，突破力のある政治家に接近する財務省の思惑が
重なる（日本経済新聞社 2010,316-7)。
上記引用文は，上の部分が2009年12月，下の部分が2010年5月であるが，そ
れぞれの政治的光景を描写していて興趣に尽きない。管直人について言えば，
かなりの誇張を込めて攻撃されている部分もあるのだが，「第4の災害」と命
名されても好い現実主義者の 1政治家の面目躍如たるものがある。それにして
も，政治学とは，夢を語るものであることも事実であるが，想定外（想定内か
もしれないが）の現実も語らねばならないことが大事なものだとつくづく思う 。
結論として，政権交代は失敗だったのだろうか。鳩山政権も悪評だったが，
管政権はもっと酷いようである。日本経済新聞社編『政権』から引き続き引用
しておこう 。
求心力低下に悩む管政権と，焦る官僚たち。両者の重心が変わりつつある。
「自分のスタッフが必要なんだ」。2010年7月14日夜，国家戦略室の慰労会で，
戦略室を首相直属のブレーン組織に衣替えする構想に意気込んでみせた。言葉は
強がりに響く 。戦略室を局に格上げし，政治主導で予算編成を動かす当初の構想
は，ねじれ国会で法案成立が難しいと撤回。税や予算の調整は官房長官の仙石由
人が率いる法的根拠のない新組織が担う 。官邸関係者では 「財務省主計局が持ち
かけた構想」というのが通り相場だ。「政治指導をどう担保するのか」。前原誠司
ら閣内にも批判がくすぶるが，政策決定の司令塔不在は歴然。官の危機感も募っ
ている。「平成の建白書」。官邸や内閣官房の一部にこう呼ばれる分厚い文書が届
けられた。「閣僚兼務の政調会長に強力な権限を与えないと政府・与党の連携が
機能しない」「価値観の多様化に政治システムが追いついていない」。政策決定の
問題点を仙石らに伝える実力官僚の内部レポートだ。財源不足の予算編成から政
治はもう逃げられない。「官僚と政治家の立場が連携できたとき， 日本の政治と
行政はより強くなる」。脱官僚を叫んだ管が，いまや政官の協力を語る。必然の
展開だ（日本経済新聞社 2010,385-6)。
「必然の展開だ」とは至言である。とはいえ，必然の展開に到達するまでの
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過程が問題だったのではないか。あるいは必然の見取り図を描いてみる所作が
必要なのではないか。2010年9月17日，改造内閣の発足後の記者会見で，菅首
相は政権交代以来の 1年を「試行錯誤」と切って捨てた （日本経済新聞社 2010,
439)。耳を疑うのは前任の鳩山由紀夫に対する痛烈な批判となっていたことだ
けではない。仮免許のドライバーによる公道での練習に国民は付ぎ合わされて
いた とでも言いたげな物言いだった，と日本経済新聞社絹『政権』は批判
する。
2011年 7月10日の『朝日新聞』朝刊，「ザ・コラム」で，根本清樹は「民主
党政権のありさまは，単に政権交代への幻滅をもたらしているだけではない。
傷はもっと深い。政権交代のある政治を目指して営々と重ねられてきた『政治
改革』の20年そのものに対する徒労感や疑念すら語られている」と述べている
が，こうなってくると，政治改革とは何か， という問題にまで行きついてしま
う。しかしながら，考察は考察として思考停止に陥ってはならないとしても，
「民主主義のもとでの政党政治は，民意を映す鏡である。それはしばしばゆが
むかもしれないが，映っているのは別世界ではない。あまりにもひどいからと
いって背を向けてみても，背中が映るだけのことである。胸くそが悪かろうが，
じれったかろうが，向き合っていくほかない」という根本清樹の言説に賛成せ
ざるをえない。付言すれば，政党政治とは政党だけのことではない。議会，内
閣，行政機構（官僚）の問題にまで及ぶ。投票行動もゆがんでいると言ってよ
いと思われる。総じて代議制民主主義は構造的に危機に瀕している。以上に展
開してきた言説はその打開のためのほんの一歩に過ぎないのである。
思えば，『政治改革』という著書に山口二郎が以下のように書いたのは1993
年のことであった。少し引用してみたい。
われわれは日本の政治の大きな過渡期に生きている。腐敗にまみれ創造力を
失った政治から，清新で政策的な構想力にあふれた政治に移るには，さまざまな
試行錯誤と時間が必要である。日本の政治文化や日本人の政治意識に間題を還元
するのではなく，未来を見ながら新しい政治の作法や慣習を生み出すことがわれ
われの課題である。制度を変えても，制度には抜け穴があり，問題をすべて解決
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する特効薬にはならないであろう。むしろ重要なことは，政治の制度を変えるこ
とによって，われわれは政治との関わり方について自己教育を迫られるというこ
とである。われわれの自己教育によって制度を支え，新しい政治の慣習を生み出
すことができるかどうかが，政治改革の成否を左右するといえよう（山口 1993,
214-5)。
至極もっともな言説で，大筋において賛成であるが，自己教育のほうが制度
改革に優先すると理解されかねないところに少し違和感を覚えたことを記して
おきたい。そのように断ったうえで，「新しい政治の慣習を生み出す」ことに
力を尽くすことは賛成である。そのような意味で，本稿のいう「個人的考察」
は執筆されたのであり，「新しい政治の慣習を生み出す」目的に貢献できれば
と願っている。ただ， と言うべきか，だからと言うべきか，「1980年代末から，
政治学が科学としての純粋性を追求するあまり，現実政治との連関性を失った
感がある」（山口 2010, iv) という所論には同意できない。日本の政治学はそ
れなりに現実政治を反映し， どのように打開すべきか苦悩するモノグラフィー
を確実に生産している。そのように信じる方が合理的であると信じている。
そのような意味を込めて，次のような森裕域の言説には全面的に賛成である。
森の引用をもって結語とさせていただくことをご了承いただければ幸いである。
戦後日本政治は，自民党一党優位の継続という独特な環境の中で，独特な政官
関係を形成し，揺るぎない成功を収めてきた。こうした成功の図式が， もはや時
代遅れのものであることについては、誰もが認識するところであるあるが， これ
をどのように是正していくかについては合意があるようには見えない。かつて成
功をもたらした図式を捨て去り，新しい別の図式を採用するというのは，実に難
しいことなのである。民主党政権にそれを成し遂げる力最はあるのだろうか。今
後の展開が注目されるところである（森 2011, 118)。
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